
は じ め に

2020 年からのコロナウイルスの世界的蔓延により、各国各地で生産、消
費、流通といった経済活動の滞りが起きた。またその後の政策によってイ
ンフレーションが世界を席巻している。ロシアによるウクライナ侵攻に
よって小麦の市場価格が上昇し、石油輸出国機構による石油の減産は原油
価格を世界的に高めている。日本では円安により訪日外国人が増加したこ
とでホテルなどのサービス需要が増加し、輸入品価格の上昇と相まってイ
ンフレーション傾向がみられるようになってきた。

このように、われわれの生活は世界の動きに影響を受けている。世界的
なインフレーションの原因は何か、為替レートはどのように決まるのか、
各国の政策によって所得がどのように影響を受けるのかといった国際マク
ロ経済学あるいは国際金融論の問題を学ぶことはグローバル化した社会に
おける意思決定では非常に重要である。インターネット上には、国際マク
ロ経済学関係のいくつかのトピックについて簡潔にまとめられたものも多
数存在する。書籍としても為替レートについて解説したもの、金融制度に
ついて現状に即してまとめられたものなどがあるが、大学レベルにおいて
必要なものは単なる事実の羅列や積み上げではなく、モデルを用いた論理
的思考を身に着けることである。モデルとは与件の変化やショックといっ
たものがどのようなメカニズムでどの変数に影響を及ぼすのかを説明する
ものである。モデルに基づく分析法を学ぶことで、将来に新たなショック
に直面した時に、そのショックが経済に影響を及ぼすかどうかを予測する
ことを可能にするとともに、望ましい政策についての建設的な議論が可能
になるのである。

国際的な流れとしては、かつては教員によって教える内容が大きく異
なっていた国際金融論も、学部レベルでの内容が標準化しつつある。最近
の 2 大テキストである Krugman, Obstfeld, Melitz による“International 

　i



ii　

Finance: Theory and Policy”および Feenstra, Taylor による“International 
Macroeconomics”を見ればそれが明らかである。本書でも世界的に標準
とされる内容を確実に取り入れることにした。

多くの大学の経済学部では、国際金融論を学ぶ際にはマクロ経済学をあ
らかじめ学習していることを前提としている。しかし、国際金融論の内容
は多くの人にとって学ぶに値する重要なものであり、特に学際系・政策系
の学部の学生には理論的な正確さを維持したままで深く理解してもらいた
いという願いを私は以前から持っていた。そのため、本書では前半第 1 部
を国際金融論の理解に必要なマクロ経済学の基本とし、第 2 部で国際マク
ロ経済学の内容を解説している。第 1 部は第 1 章から読むことで全体を理
解できるようになっているが、マクロ経済学で使われるモデルのさらに基
礎的な理論は第 6 章にまとめてあるので、必要に応じて読んでもらいたい。
すでにマクロ経済学の基礎を理解している場合には第 2 部から読み始めて
構わない。また、経済学によく使われる数学についても付録の数学準備と
して簡潔にまとめている。

最後に、大学教育出版の佐藤宏計さんには企画段階より多くの点で助け
て頂いた。ここに記して感謝したい。

2023 年 12 月
慶應義塾大学総合政策学部

和田龍磨
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